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1.課題設定 

『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）』1の「第 2 節 

社会科 歴史的分野 目標（1）」では、「諸資料から歴史

に関する様々な情報を効果的に調べまとめる技能を身に付

けるようにする。」2と記述されており、学習者が幅広い資

料から読み取った情報を有効に活用することで、社会的事

象を歴史的な見方・考え方を働かせて捉えることが求めら

れている。また、学習指導要領社会科歴史的分野の目標（2）

では、歴史的事象の考察や説明等をする上で多様な視点か

ら歴史的事象を捉えること3が求められている。上記の記述

を踏まえると、中学校社会科歴史的分野では、生徒が授業の

中で様々な史資料に触れ、それらを基に複数の視点から歴

史的事象を捉えることが求められているとみなせる。 

筆者は、教科書等に掲載された史資料にとどまらず、多様

な史資料を生徒に提示するために、地域に着目した。学習者

が生活している地域には様々な種類の史資料が存在するた

めである。それらの史資料を中学校社会科歴史的分野の授

業で教材として用いることで、学習指導要領が示す目標の

達成に寄与し得ると考えた。そこで本研究は、学習指導要領

で求められている資質・能力の育成や生徒の歴史学習の質

的向上を図るため、地域の歴史的事象を教材として授業で

用いる方法の提案を課題とする。 

この課題に取り組むため、本研究は以下の構成で考察を

進める。まず、地域の歴史的事象を教材として用いた授業の

実施によって、期待される効用と、授業実践の際に想定され

る課題（以下、問題点とする）について、先行研究の成果を

踏まえつつ考察・整理する（2～4）。 

続いて、これらの効用を引き出すと共に、想定される問題

点を克服する教材開発及び授業構成の方法を提案する(5)。 

そして、埼玉県内の公立中学校 1 校で実施した社会科歴

史的分野の授業実践と、その分析を通して、本研究で提案し

た方法の成果と限界について検討する（6～8）。 

 

2.「地域」史資料の定義づけ 

 本研究を進める前提として、教材開発の対象となる「地

域」史資料という概念について定義する。「地域」史資料と

いう概念は「地域」と「史資料」という二つの概念を連結し

たものだ。しかし、いずれの概念も自明のものではない。 

そこでまず、本研究における「地域」を定義したい。『中

学校学習指導要領（平成29年告示）解説 社会編』4では、

歴史的分野の内容の冒頭に、大項目A「歴史との対話」が設

定されている。その中の「（2）身近な地域の歴史」におい

て、「身近な地域」は「生徒の居住地域や学校の所在地域を

中心に、生徒自身による調べる活動が可能な、生徒にとって

身近に感じることができる範囲であるが、それぞれの地域

の歴史的な特性に応じて、より広い範囲を含む場合もある」
5と記載されている。しかし、同解説は「地域」の範囲につ

いては明確に規定していない。つまり、同解説における「地

域」とは、可変的な概念であることを読み取り得る。 

このような「地域」の可変性を踏まえ、多くの中学校で想

定される状況に鑑み、本研究における「地域」の範囲を図1

のように設定する。即ち、最も狭い単位である生徒の住居周

辺、その外側に位置付けられる中学校の学区、さらに外側に

位置付けられる市町村からなるものとする。そして、いずれ

の範囲も個別具体的な諸条件に応じて可変的なものであ

り、固定的な境界を前提としない6。 

 

 

次に「史資料」の定義を示す。本研究では、「史資料」は

史料・「史料」・資料の三類型で構成されるものとする7。 

まず、史料とは、文献、絵画、文学、民俗、出土遺物、建

築物などが歴史情報を帯びる側面に注目したもの8である。

史料はそれ自体から歴史情報を読み取る対象であるため、

原則として改変することはできない。 

「史料」とは、注釈を施した絵画史料や、文字史料の現代

語訳のように、研究成果を踏まえた加工を行い、読み手が特

別な技術を用いなくとも歴史情報を読み取れるようにした

媒体である。本研究では、史料に加工を加えた媒体を「史料」

と表記する。 

資料とは、史料等から読み取れる情報9を整理・再構成し、

より平易な形で示したものである。具体的には、図表、統計、

研究論文、画像等である。 

 以上を踏まえ、本研究では、「特定地域の歴史的事象に関
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する情報を読み取ることができる史資料の総称」を「地域」

史資料と定義づける。 

 

3.「地域」史資料を用いた授業における効用 

本章では、「地域」史資料を教材として用いた授業によっ

て期待できる効用について、先行研究に学びつつ考察する。 

松本康氏は、地域に教材を求める意義として、地域の知識

が他の事象を学ぶ際の物差しとなり、地域と他を比較し類

似性や相異性を見つけることで、他を知り他に学ぶことが

可能である10と述べている。 

また、鈴木允氏や中尾賢氏は「地域」史資料の教材化によ

って、①学習者が表面的な歴史学習にとどまることなく、具

体的な事例を通じて学習を深められる、②学習者の主体的

な学習が喚起され、自分事としての考察や理解の深化に繋

がる11と主張している。 

須賀忠芳氏は、「地域」史資料を取り上げることで都道府

県や市町村といった近代的な領域を越えた相互の歴史的交

流を明らかにし、領域の枠内で地域を捉えがちな学習主体

に対して新たな視点の提供ができる12と述べている。また、

須賀氏は地域の豊かな歴史を示すことで、歴史過程の多様

性を認識すると共に、現代の視点で地域を見ることの危う

さが認識できると13主張している。 

さらに、鈴木氏は、「地域」史資料の使用により、調べ方

や学び方、見方・考え方などの「方法知」14の獲得に繋がる
15との見解を示している。 

以上の研究成果を踏まえると、「地域」史資料を教材とし

て用いた授業で期待される効用は次のように考えられる。 

（ⅰ）「地域」史資料の使用により、通史16において確認

される歴史的事象が地域で同様に展開している場合及び地

域特有の歴史的事象が生起している場合の双方に着目する

ことが可能になる。学習者が歴史的事象を自身の地域との

関連において実感することは、歴史的事象をより身近に感

じる契機となるだろう。 

（ⅱ）「地域」史資料から、学習者が主体的に歴史的事象

の理解を深められると考える17。即ち、「地域」史資料は通

史と地域を結び付ける媒介として機能し、学習者にとって

の歴史理解を深化する有効な教材になり得る。 

（ⅲ）須賀氏の指摘を踏まえると、「地域」史資料の使用

は、地域からの視点で歴史的事象を捉えることを学習者に

促し、先述した学習指導要領の目標（2）の達成に寄与する

ものとみなせる。 

（ⅳ）鈴木氏が指摘する「方法知」の獲得という観点から

みれば、「地域」史資料の使用は、学習者の「方法知」の獲

得を促し、豊かにし、学習指導要領の歴史的分野に関わる目

標（1）の達成に資することが想定される。 

これらの点を整理すると、「地域」史資料を用いた授業に

は、①地域と通史の比較による歴史理解の深化、②地域と通

史の関連性の実感、③主体的な学びの促進、④新たな視点の

獲得、⑤「方法知」の獲得18、といった効用を見出せる。 

 

4.「地域」史資料を用いた授業における問題点 

本章では、「地域」史資料を用いた際に想定される問題点

について、先行研究の成果を中心に整理していきたい。 

田山修三氏は、「地域」史資料を教材として用いることで

教科書の内容に代表される学習内容や目標からずれる可能

性等19を指摘している。 

鹿毛敏夫氏は、単に地域の歴史的事象を教材として持ち

込んだだけでは系統性を担保できず、中央史との関連付け

にも課題があること20を指摘している。 

須賀氏は、地域を取り扱うことは地域への理解を深める

ものの、歴史全体に対する普遍的理解には繋がらないこと

等21を指摘している。 

鈴木氏は、「地域」史資料を教材として取り扱っただけで

は学習者の主体性が喚起されないこと22を指摘する。 

日下部龍太氏は、学校の立地状況等によって活用可能な

史資料の状況が大きく異なること23を指摘している。 

以上、先行研究で示された問題点に加えて、「地域」史資

料のうち史料、特に前近代の文献史料は、中学生にとって読

解が難しいという課題がある。授業の内容を生徒が理解す

るためには、「地域」史資料から必要な情報を取得できる状

態が前提となるが、その環境が学習課程で担保されていな

い。したがって、「地域」史資料を平易に教材化することが

必要である。また、「地域」史資料の教材開発には、教員が

史資料の選定・教材開発をする必要がある。しかし、教員が

これらの作業を一から行うことは困難である24と考えられ

る25。 

以上をまとめると、「地域」史資料を用いた授業には、①

学習内容とのずれが生じる可能性がある、②「地域」史資料

と通史との関連性の問題から、普遍的理解に繋がりづらい、

③「地域」史資料を使用しただけで、学習者の主体性が喚起

される訳ではない、④地域ごとに「地域」史資料のあり方が

大きく異なっている、⑤中学生の学習段階では「地域」史資

料を読解する難易度が高い、⑥教員にとっても教材開発の

難度が高い、といった問題点が想定される。 

 

5.「地域」史資料を用いた教材開発・授業構成の方法に関す

る検討 

 本章では、前章までの考察を踏まえ、「地域」史資料を教

材として用いた授業において効用を引き出す一方で、問題

点を克服する教材開発及び授業構成の方法について提案す

る。この過程を通じて、本研究における授業実践の基盤を形

成することとする。 

 また、こうした検討を行う前提として、前章までに考察・

整理した効用と問題点を表1としてまとめた。 

 

 

 

 

 

 



 

〈表1 「地域」史資料を用いた授業の効用と問題点〉 
 番号 効用 問題点 

ⅰ 地域と通史の比較を通じた

歴史理解の深化 

学習内容や目標とのずれが生じる可能

性 

ⅱ 地域と通史の関連性の実感 地域と通史の関連性の問題から、普遍的

理解に繋がりづらい 

ⅲ 主体的な学びの促進 「地域」史資料を使用しただけでは、学

習者の主体性が喚起される訳ではない 

ⅳ 新たな視点の獲得 中学生の学習段階では「地域」史資料を

読解する難易度が高い 

 

（1）効用を引き出す方法についての検討 

まず、表 1 で示した効用を引き出す方法を検討する。須

賀氏は、「地域」史資料を選定する際に、生徒が認識できる

範囲における中心を設定することを提案している。須賀氏

は、この作業によって、学習者が異なる場所との比較を通し

て自らの周辺を省みられる26と述べている。 

須賀氏の研究を踏まえ、本研究では、授業で使用する「地

域」史資料の選定にあたり、学校が所在する自治体に限定せ

ず、近隣の自治体も対象に含める。これにより、多様な「地

域」史資料を学習者に提供し、地域間の比較を通じた歴史的

事象の把握や、地域から普遍的な歴史的事象を把握すると

いった新たな視点を学習者に提示して、表 1 で示したⅰ及

びⅳの効用を引き出すことを目指す。 

中尾氏は、学習者が驚きや疑念を抱くような「地域」史資

料を教材として扱い、学習者に問いを投げかけ、思考を誘発

する実践を行った27。その結果、学習者の知的好奇心が刺激

され、歴史を身近で分かりやすいものとして捉えるように

なり、授業外においても、自ら課題を見出して学習するよう

になった。つまり、中尾氏が提示した方法は表 1 で示した

効用ⅲを引き出す上で有効であると考えられる。 

また、一時間ごとの授業において学習者の興味を喚起し、

好奇心を刺激するために、中尾氏が提唱する一時間ごとに

最低一つは「地域」史資料を教材として使用すること28も、

表 1 で示したⅲの効用を引き出す上で有効であるだろう。

本研究では、中尾氏の実践を踏まえつつ、地域の史料残存状

況や学校現場の実態等の条件に応じて、単元の内容に即し

て「地域」史資料を使用することを提案する。 

その他にも、竹内裕一氏が主張する教育カリキュラムで

ある「重層的地域形成主体」29が活用し得るのではないかと

考える。「重層的地域形成主体」の特徴の一つとして、身近

な地域と日本の他地域・国家レベル、さらには国家間・国際

社会レベルとの往還的思考を通じて、広い視点から問題構

造を把握し、その解決を目指すこと30が挙げられる。 

本研究では、この特徴のうち「往還的思考」の観点に着目

する。そこで、授業の中で、身近な地域と日本の他地域・国

家レベルとの比較検討を行う構成を提案する。この方法に

より、複数の視点から歴史的事象を捉える機会が確保され、

学習者が地域と通史の関連性を実感できると予想される。

つまり、表1で示したⅱとⅳの効用を引き出せると考える。 

以上のことから、「地域」史資料を教材として用いた授業

の効用を引き出すためには、①「地域」史資料の選定の際に

は、学校所在地に限定せずに近隣の自治体等も対象とする、

②学習者が驚きと疑念を抱くような史資料を選定する、③

諸条件と単元に即して「地域」史資料を使用する、④授業の

中で身近な地域と日本の他地域・国家レベルの比較検討を

行う、といった方法を提案する。 

（2）問題点を解消する方法についての検討 

次に、表 1 で示した問題点を解消する方法について検討

する。表1で示した問題点ⅰを解消するために、田山氏は、

①教科書の中に地域事例を取り込む、②教科書を中心に発

展的な教材として地域教材を取り扱う、③地域教材を導入

に使い、教科書を出口にする31、という方法を提案している。 

そこで授業実践の際には、田山氏の提案のうち、教員個人

が実施できる②や③の方法を活用することで、「地域」史資

料と学習内容の適切な結び付けを行う。 

表1で示した問題点ⅱに関連して、鹿毛氏は、「地域」史

資料を選定する際に、「地域と中央」・「地域と全体」・「中

央と全体」の関係を意識し、その関連性を考慮することが求

められる32と主張している。本研究では、地域と通史との関

連性を考慮した「地域」史資料を選定することで、問題点ⅱ

の解消に繋げる。 

表 1 で示した問題点ⅲの解消には、学習者の主体性を喚

起する授業構成が求められる。先述した学習者の主体性を

喚起する方法は、この課題の解決にも繋がると考えられる。

また、授業中における教員からの問いの投げかけや、「地域」

史資料を中心とした対話的な学習活動を取り入れる。この

過程を通して、学習者が自ら思考すると共に、班活動を中心

とした協働的な学習をすることで、主体的に授業へ参加で

きるようになると予想される。 

表 1 で示した問題点ⅳへの対応として、先行研究の多く

は、学習者の学習段階に合わせた「地域」史資料の教材開発

を行っている。 

本研究では、教材開発に際し、「地域」史資料をそのまま

用いるのではなく、読み取りのポイントの付記や、文字史料

の現代語訳等の加工を施すことを提案する。これにより、

「地域」史資料を読解する難易度の低減を目指す。 

これまでの検討を踏まえると、「地域」史資料を教材とし

て用いた授業における問題点の解消に向けて本研究が提案

する方法は次の 4 点である。①教材と学習内容を適切に結

びつけるように「地域」史資料を使用する。②地域と通史と

の関連性を考慮して「地域」史資料を選定する。③教員から

の問いの投げかけや「地域」史資料を中心とした対話的な学

習活動を行う。④学習者の学習段階に合わせて「地域」史資

料の教材開発を進める。 

以上の検討を踏まえ、効用を引き出す一方、それらの問題

点を克服する教材開発及び授業構成の方法は、表 2 のよう

に整理できる。 

 

 

 



 

〈表2 本研究で提案する教材開発・授業構成の方法〉 

 
 

表 2 は先行研究の知見に基づいた理論的整理である。し

たがって、これらの方法が、実際の授業においてどのように

機能するのかについては、実践に基づく検証が必要である

と考えられる。 

 

6．授業実践について 

本章では、前章の表 2 を検証する個別事例として埼玉県

さいたま市 A中学校第 3学年 3クラスを対象とした実践を

紹介する。当該校から頂いた授業担当回のうち 2 時間にお

いて、本研究に関わる授業を実施できた。以下、その内容と

生徒の受け止め方について述べる。 

本研究で実践した事例は学習指導要領内容C（1）の（オ）

に位置づけられる。該当部分の内容は以下の通りである。 

オ （中略）我が国の国民の政治的自覚の高まり（傍線

部は筆者による）と文化の大衆化などを通して、第一次

世界大戦前後の国際情勢及び我が国の動きと、大戦後に

国際平和への努力がなされたことを理解すること。 

内容の取り扱い 

オ （中略）「我が国の国民の政治的自覚の高まり」に

ついては、大正デモクラシーの時期の政党政治の発達、

民主主義的な思想の普及、社会運動の展開を取り扱うよ

うにすること。 

本実践の前提として、当該校の社会科教員が『新しい社会 

歴史』33における「第一次世界大戦と日本」までの授業を既

に実施している。筆者は「大正デモクラシーと政党内閣の成

立」から「満州事変と軍部の台頭」までの授業を実施した。 

本研究では、筆者が授業を担当した全6時間の1・2時間

目に位置する「大正デモクラシーと政党内閣の成立」（以下、

授業Ⅰと表記する）と「広がる社会運動と男子普通選挙の実

現」（以下、授業Ⅱと表記する）の連続した2時間を分析対

象とする。授業Ⅰ・Ⅱを選定した理由は、いずれの授業にお

いても表 2 で示した教材開発・授業構成の方法を適用しや

すく、「地域」史資料を通して国民の政治的自覚の高まりや

社会運動の展開等を取り扱うことが可能であったためであ

る。また、諸条件と単元に即して「地域」史資料を使用する

方針（M3）がこの2時間で実現できたため、地域の動きと社

会全体の動きを関連づけた史資料の選定（M6）に好適であっ

たことが、例示の理由として挙げられる。 

（1）「地域」史資料の選定及び教材開発 

本研究で取り上げる授業実践は、先述した学習指導要領C

（1）の傍線部の内容に該当する。 

また、本実践にあたって用いた「地域」史資料は、表2で

示したM1・M2・M5及びM6の方法を基に選定・作成した。 

まず、「地域」史資料の選定にあたっては、実践校の所在

するさいたま市に限定せず、大正期の政治や社会に特徴的

な事例が確認でき、かつ生徒が地名等を認知し得る埼玉県

内の自治体・県域資料も対象とした。さらに、教科書におい

て扱われる第一次護憲運動や社会運動等の通史的内容と明

確に関連付けられるかどうかを選定の基準とした（表 2 の

方法M1・M6）。 

また、表2の方法M2に従い、生徒の驚きや疑念を喚起す

る「地域」史資料を選定した。特に、本実践の授業は生徒に

とって、大正期の日本を学習する入り口にあたる。そこで、

生徒が大正時代の政治や社会に対して驚きを抱く「地域」史

資料の選定を意識した。例えば資料2では、「好景気＝生活

が豊か」といったイメージについて疑問を抱くとともに、当

時の物価高騰の異常さに驚きを持つことを狙った。 

以上の方法によって選定した「地域」史資料の一覧が表3

である34。 

〈表3 授業内で使用した「地域」史資料の一覧〉 

 
 

では、表3で提示したそれぞれの「地域」史資料、それら

から作成した資料（教材）を簡単に解説していきたい。 

 「イ」は、第一次護憲運動に伴い熊谷町（現熊谷市）で開

かれた憲政擁護大会の様子を記載した新聞記事である35。教

材開発の際には、表 2 の方法 M5 に基づき史料に加工を施

し、本研究で言う「史料」として整え、中学校第3学年の生

徒が読み取りやすい形を意図した。 

〈資料1 「イ」を加工して授業で提示した資料〉 

 
 

 「ロ」は、第一次世界大戦に伴う大戦景気が引き起こした

深刻な物価高騰を記載した新聞記事である。大戦下におい

番号 授業の効用を高める方法 番号 授業の問題点を改善する方法

M1

「地域」史資料の選定の際には、

学校所在地に限定せずに近隣の自

治体等も選定の対象とする

M5

学習者の学習段階に合わせて

「地域」史資料の教材開発を進

める

M2
学習者が驚きと疑念を抱くような

史資料を選定する
M6

地域と通史との関連性を考慮し

て地域史資料を選定する

M3
諸条件と単元に即して「地域」史

資料を使用する
M7

教材と学習内容を適切に結びつ

けるように教材を使用する

M4

授業の中で身近な地域と日本の他

地域・国家レベルの往還を行う M8

教員からの問いの投げかけや

「地域」史資料を中心とした対

話的な学習活動を行う

教材開発に関

する方法

授業構成に関

する方法

番号 授業 「地域」史資料 出典 地域

イ 授業Ⅰ
「政友・国民両党連合の憲政擁護大

会景況」

新編埼玉県史　資料編19　近

代・現代1　政治・行政1

p.820

熊谷市

ロ 授業Ⅰ 「浦和における中流生活者の生計」

新編埼玉県史　資料編23　近

代・現代5　社会・労働1

p.360

さいたま市

ハ 授業Ⅰ 「米騒動期の県下の騒動」 新編埼玉県史　図録　p.258 埼玉県域全体

ニ 授業Ⅱ 「川口町ユニオンビールの争議」

新編埼玉県史　資料編23　近

代・現代5　社会・労働1

p.388

川口市

ホ 授業Ⅱ 「小作争議概要」

新編埼玉県史　資料編23　近

代・現代5　社会・労働1

p.394

埼玉県域全体

ヘ 授業Ⅱ 「県下の労働争議と小作争議」 新編埼玉県史　図録　p.256 埼玉県域全体



 

て埼玉県内の都市貧民や下級俸給生活者等の生活は苦し

く、特に米価高騰は深刻さを増していた36。この「地域」史

資料も教材開発の際には、物価の変動を表で提示すると共

に、当時の賃金を具体的に示し、生徒の理解を促す内容とな

るように工夫した。 

〈資料2 「ロ」を加工して授業で提示した資料〉 

 
 

 「ハ」は、埼玉県内で米騒動が発生した場所を示した地図

資料である37。埼玉県でも日本の他地域と同様に米騒動が発

生していた点に生徒の注目を向け、驚きを喚起し得ると見

込み、「地域」史資料として選定した。 

〈資料3 「ハ」を加工して授業で提示した資料〉 

 
 

 

 「ニ」は、大正一四年十一月から十二月にかけて、川口町

（現川口市）に所在したユニオンビール川口工場で起きた

労働争議の様子を載せた記事である38。 

 「ホ」は、大正から昭和の初期にかけて発生した小作争議

の概要をまとめた史料である39。教材開発の際には、資料 1

と同様にそれぞれの史料に加工を施した。 

〈資料4 「ニ」と「ホ」を加工して授業で提示した資料〉 

 

 

 「へ」は、埼玉県下で明治期から昭和戦前期にかけて発生

した労働争議と小作争議を示した地図資料である。埼玉県

内で発生した労働争議と小作争議が端的に示されているた

め、国民が多様な要求を訴えていたことが理解しやすくな

ると想定し、選定した。 

 

 

 

 

 

 

（2）授業実践について 

 本節では、①授業実践の推移、②前節で示した「地域」史

資料を媒介とした教員・生徒間のやりとり、③「地域」史資

料の提示に対する生徒の反応、④授業実践を通して見出さ

れた本研究の有効性と課題について述べる。 

 授業Ⅰでは、導入において本時から日本の歴史について

扱うことを説明した上で、第一次護憲運動の際に撮影され

た写真を提示した。筆者が「この人々は何をしているのだろ

うか」と発問すると、生徒からは「デモ」等の回答が得られ

た。そこで、本時では写真の人々が何をしているのかに着目

して、大正時代の政治や社会について学習していくことを

伝えた。その上で、「大正時代の社会や政治はどのような特

色があったのだろうか」という学習課題を提示した。 

 次に、当該期について、生徒が基礎的な知識の定着をきち

んと持つことを目的として、大正時代の社会や政治の動向

を整理するワークシートに取り組む時間を設けた。生徒は

教科書等を参照しながら協力して記入を進めていた。その

後、クラス全体で解答を確認しつつ、新たに取り上げる歴史

的事象について筆者が解説を行った。 

 解説の過程では、表2で示したM7の授業構成方法に基づ

き、筆者が「第一次護憲運動のとき、大衆はどのような主張

をしていたのだろうか」と発問し、資料1を提示した。続い

て、表2で示したM8の授業構成方法に基づき、生徒に資料

１の読み取り活動をグループで行わせた。その際には、各グ

ループにおいて役割分担を行い、生徒全員が話し合いに参

加できるよう配慮した。生徒は資料 1 から「藩閥を倒して

民主的な政治を行ってほしい」、「みんなの代表が政治をし

てほしい」といった内容をグループで共有しており、筆者の

発問に即した読み取りができていた。 

 さらに、解説の際には、表2で示したM4の授業構成方法

に基づき、教科書に示された大戦景気や国民の生活難、米騒

動の記述と資料2・資料3に示された埼玉県の具体的な状況

とを比較検討させた。具体的には、大戦景気や米騒動に関す

る概要を解説した上で、資料2や資料3を提示した。 

このように、全国レベルと地域の記述を交互に提示する

ことで、筆者は生徒に地域と通史との関連を実感させ、地域

から歴史的事象を把握する視点を形成させる意図を持っ

た。とりわけ資料 2 を提示した場面では、授業実践の時期

に米価が実際に高騰していたこともあり、多くの生徒が資

料 2 に強い関心を示していた。また、資料 3 を提示した際

には、「米騒動が埼玉県でも発生していたことが印象に残っ

た」と述べる生徒が見られた。 

 まとめとして、本時の学習課題に対する生徒自身の考え

を記入する時間を設けた。 

〈資料5 

「へ」を加

工して授業

で提示した

資料〉 

埼玉県編『新編埼玉県史 図録』（1993）p.258所載の図に一部加筆。 

 

埼玉県編『新編埼玉県史 図録』（1993）p.256所載の図に一部加筆。 

 



 

 授業Ⅱも授業Ⅰと同様の展開で実施した。導入では、前時

の学習内容について筆者が生徒に問いかける形で復習を行

い、前時の学習に対する理解度を把握した。その結果、大半

の生徒が通史的な歴史的事象について把握し、理解してい

る様子が確認された。次いで、「大正時代の大衆は社会に対

してどのような要求をしていたのだろうか」という学習課

題を提示した。 

 筆者は、解説及び生徒とのやり取りを通じて、当時の社会

運動には労働争議や小作争議が随伴していた点を生徒が概

ね理解していることを確認した。その上で、表 2の方法 M7

に基づき「労働者や小作人はどのようなことを要求してい

たのだろうか」と発問し、資料 4 を提示した。資料 4 の読

み取りに際しては、授業Ⅰと同様に表 2 の方法 M8 に基づ

き、グループでの話し合いを行わせた。話し合いの中で生徒

たちは、「労働環境をよくしてほしい」、「小作人の負担を

軽くしてほしい」、「労働者と小作人はいずれもお金に関す

る要求をしている」といった内容を読み取っていた。 

 また、解説の際には、授業Ⅰと同様に地域と通史との比較

検討を意識した。具体的には、社会運動の全国的な広がりを

説明する際に資料5を提示し、地域の具体的事例を用いて、

社会運動の全国的な広がりを示した。その際、生徒からは

「川口や大宮で労働争議が多いことは予想していたが、秩

父で労働争議が多く発生しているのは意外だ」といった感

想が聞かれた。 

 まとめとして、本時の学習課題に対する自身の考えを記

入する時間を設けた。 

 以上のように、授業Ⅰ・Ⅱでは、表2に示した教材開発の

方法M1・M2・M5・M6及び授業構成の方法M3・M4・M7・M8を

踏まえた「地域」史資料の選定及び教材開発と授業実践を行

った。特に、地域と通史を関連付けた「地域」史資料の選定

（方法M6）、教材と学習内容等を適切に結び付けた使用（方

法M7）、及び「地域」史資料を用いた対話的な学習活動（方

法M8）は授業の中に明確に位置付けることができた。 

一方で、教員が学習者の驚きや疑念を喚起する史資料を

選定できたか（方法 M2）、生徒が地域と他地域・国家の比

較検討（方法 M4）を行えたのか、といった点に検討の余地

が残されている。 

 

7．授業実践の分析 

本章では、「地域」史資料を教材として用いた授業実践の

結果を踏まえ、本研究で対象とした効用及び問題点がどの

ように表れたかを分析・評価する。 

分析・評価にあたって、筆者が担当させていただいた授業

を実施した後に、感想の記述とアンケートを生徒に実施し

てもらった。また、アンケート結果を感想の記述及び授業時

の反応と照合して解釈する。 

アンケートは2025年5月13日に実施し、A中学校第三学

年の68名が回答した。アンケートの設問は表4に示す。 

 

 

〈表4 アンケートの設問〉 

 
 

次に、表 1 で示した効用及び問題点について、それらの

表れ方を、表4に示した設問に対応して示す。 

地域と通史の比較を通じた歴史理解の深化（効用ⅰ）は設

問①、地域と通史の関連性の実感（効用ⅱ）は設問②、主体

的な学びの促進（効用ⅲ）は設問③・④、新たな視点の獲得

（効用ⅳ）は設問④・⑤から主に分析・評価する。 

学習内容や目標とのずれが生じる可能性（問題点ⅰ）は、

授業実施時における生徒の反応等から主に分析・評価する。

「地域」史資料の提示だけでは、学習者の主体性が喚起され

ないこと（問題点ⅲ）は、設問③・④から主に分析・評価す

る。「地域」史資料を読解する難易度が高いこと（問題点ⅳ）

は、授業実施時における生徒の反応や感想の記述から主に

分析・評価する。なお、地域と通史の関連性の問題から、普

遍的理解に繋がりづらいこと（問題点ⅱ）については、歴史

全体に対する生徒の理解度を正しく測定する上で、中長期

的な授業実践および検証が必要となる。しかし、本研究の実

践は短期的な範囲にとどまるため、本研究では問題点ⅱに

関する分析・評価は割愛する。 

アンケートの結果は以下の通りである。なお、筆者は、設

問①から④の回答について、選択肢①及び②を肯定的な回

答、選択肢③及び④を否定的な回答に分類した。 

設問①で肯定的な回答をした生徒の割合は96%だった。否

定的な回答をした生徒の割合は4%だった。 

 設問②で肯定的な回答をした生徒の割合は84%だった。否

定的な回答をした生徒の割合は16%だった。 

 設問③で肯定的な回答をした生徒の割合は約80%だった。

否定的な回答をした生徒の割合は20%だった。 

 設問④で肯定的な回答をした生徒の割合は約83%だった。

否定的な回答をした生徒の割合は17%だった。 

 設問⑤では、授業Ⅰ・Ⅱの内容に関連する記述が見られ

た。具体的には、「米騒動や小作争議、労働争議が埼玉県で

起こっていたこと」や、「全国で起こった大きな運動が埼玉

県でも起こっていたこと」等を記述する生徒が、設問⑤に回

設問 質問内容 回答

①

授業内で新聞記事などの具体的な事例を紹

介したことで、授業の内容が理解しやすく

なったと思いましたか？

選択肢

①とても理解しやすかった

②理解しやすかった

③あまり理解できなかった

④理解できなかった

②

授業内で埼玉県の事例を紹介したことで、

日本全体の歴史と埼玉県の歴史につながり

があることが実感できましたか？

選択肢

①とても実感できた

②実感できた

③あまり実感できなかった

④実感できなかった

③

授業内で埼玉県の事例を紹介したことで、

自分でも埼玉県の歴史や日本の歴史につい

て調べてみたいと思いましたか？

選択肢

①とてもそう思った

②そう思った

③あまりそう思わなかった

④そう思わなかった

④

今後歴史の授業を受ける時や、日本や世界

の歴史について調べる時に、埼玉県の歴史

との関連について考えてみたいと思いまし

たか？

選択肢

①とてもそう思った

②そう思った

③あまりそう思わなかった

④そう思わなかった

⑤
授業で紹介した埼玉県の事例の中で、印象

に残ったものがあれば教えてください。
自由記述



 

答した生徒46名のうち19名いた。 

また、他方で、無回答の生徒が約3割いた。したがって、

これらについては、分析・評価の対象外とした。 

 以上のアンケート結果や授業感想等の状況を踏まえ、授

業実践に対する生徒の受け止め方を分析・評価する。 

まず、効用ⅰについて分析・評価する。設問①では多数の

生徒が肯定的に回答していた。また、授業の感想においても

「授業が分かりやすかった」、「身近な事例を出してもらっ

たことで内容が分かりやすかった」といった記述が１クラ

スの中で5～6割程の生徒から見られた。他方で、本実践で

は理解の深化自体を直接測定していない。したがって、本研

究では効用ⅰのうち、少なくとも、「歴史学習に対する抵抗

感の低減」や「学習内容の理解しやすさ」といった側面に関

して肯定的傾向が示されたと評価する。 

 効用ⅱについては、設問②の結果から、8割以上の生徒が

地域と通史との繋がりを実感していたと解釈できる。また、

「自分の住んでいる地域の歴史を知ることで親近感が湧い

た」、「毎回の資料が埼玉県と結びついていて分かりやすか

った」といった授業感想が見られた。以上の証左と分析結果

から、効用ⅱに関して、多くの生徒が「地域と通史の繋がり

を実感し、歴史に対する親しみが湧いていた」といった側面

で肯定的な傾向を示していたと評価する。 

 効用ⅲについては、設問③・④の結果から、約8割の生徒

が主体的に学習しようとする意欲を示したと評価できる。

また、授業感想の中では、複数の生徒が「グループワークに

よって積極的に授業に参加できた」と記述していた。 

これらの結果から、「地域」史資料を用いた対話的な学習

活動等を取り入れたことで、生徒の主体的な授業参加が促

されていたと解釈できる。即ち、本実践では、効用ⅲが現れ

ていたとみなせる。 

 効用ⅳについては、設問④・⑤の結果から、半数以上の生

徒が地域からの視点で歴史的事象を把握しようとする姿勢

を示していたと分析できる。一方で、設問⑤では、無回答の

生徒も存在したことを踏まえると、「地域」史資料を用いた

だけでは、生徒が地域からの視点を獲得することには必ず

しも直結しないと考えられる。この点は、今後の授業構成等

のあり方を検討する上での課題である。 

 問題点ⅰについては、「地域」史資料を用いた授業内容が

通史的な内容と整合しており、生徒もそのように受け止め

ていた。したがって、本実践の範囲では、「地域」史資料の

使用による学習内容とのずれを示す反応は生じていなかっ

たといえるだろう。 

 問題点ⅲに関しては、効用ⅲの分析をした際に、約 8 割

の生徒が主体的に学習する意欲を示していたことを確認で

きた。したがって、本実践では問題点ⅲが恐らく無かったと

考えられる。 

 最後に問題点ⅳについて検討する。授業Ⅰ・Ⅱにおいて、

生徒に「地域」史資料を読み取らせた。その結果、多くの生

徒が、教材開発段階で筆者が読み取らせたいと想定した内

容を把握できていた。加えて、授業後の感想には、「資料に

読み取りのポイントが記載されていて分かりやすかった」、

「資料から情報を見つけ出しやすかった」といった教材の

読み取りやすさに言及する記述が確認された。一方、授業感

想の中には、「資料を読み取る時間が短く、全文を読めなか

った」との記述も確認された。 

これらの結果から、本実践では、「地域」史資料を生徒が

読解する難易度は緩和されたといえる。 

 

８．本研究における成果と今後の課題 

 本研究では、「地域」史資料を導入した教材開発・授業構

成で予測される成果と課題を図式化し、その正否を授業実

践によって測った。 

まず、成果としては以下の点が挙げられる。 

第一に、「地域」史資料を教材として用いた授業において、

本研究で考察した効用が引き出されていたと見出せる。具

体的には、本実践で得られた生徒の発言や記述に、その傾向

が示されていた。 

第二に、「地域」史資料を教材として用いた授業で想定さ

れる問題点については、克服に向けた進展がみられる可能

性が確認された。 

第三に、「地域」史資料を教材として用いた授業において、

本研究で提案した教材開発・授業構成の方法が概ね実施で

きた。また、前章で紹介した記述に加え、生徒からは、「具

体的な資料があることで授業が理解しやすかった」、「歴史

を身近に感じられた」、「グループワークを積極的に行うこ

とで考えが深まった」といった授業感想も得られている。 

これらの結果から、本研究で提案した方法は期待される

効用を引き出し、問題点の克服に寄与し得ると見通される。

とりわけ、表2の方法M3・M6・M7・M8は実施可能であり、

筆者が期待した反応とも整合していた。 

 次に、今後の課題として、以下の点を指摘できる。 

第一に、前章において、授業Ⅰ・Ⅱを分析・評価するにあ

たり、筆者が実地研究で担当させていただいた授業全体に

関するアンケートを用いた。しかし、授業Ⅰ・Ⅱが生徒に与

えた影響を検証するにあたり、授業全体を対象とするアン

ケート結果をそのまま分析・評価に用いた点に課題がある。

本来ならば、本研究で検証の対象とした授業Ⅰ・Ⅱに即した

アンケートを行い、それのみを分析・評価の対象とするか、

授業Ⅰ・Ⅱの結果を授業全体のアンケート結果と比較する

必要があった。こうした手続きを踏むことで、「地域」史資

料を導入した授業が生徒に与える影響をより正確に測定す

ることができたと考えられる。 

第二に、「地域」史資料を教材として提示することで、生

徒の興味等は喚起できた一方、生徒が教材に驚きや疑問を

抱く場面をあまり確認できなかった点が挙げられる。 

第三に、地域と他地域・国家との比較検討は、主として教

員の解説等によって行われ、学習者自身の活動として展開

できなかった点が挙げられる。この点が、生徒が地域から歴

史的事象を捉える視点を十分に獲得できなかった要因の一

つであると考えられる。 



 

 第四に、「地域」史資料をうまく読解できない生徒への支

援のあり方が挙げられる。 

第五に、今後、実践事例を蓄積・分析することによって、
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